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１Ｊ０１ 

企業における社会的責任とイノベーション戦略 

○高 玲（亜細亜大学） 
 

1.問題認識 
イノベーションが社会発展に大きく貢献して

きたことは歴史を垣間見ても容易に理解できる。

そして、持続可能な社会形成の実現に寄与するイ

ノベーションの重要性も益々拡大している（神

田,2006,p.13）。技術の社会的影響は、人間の物質

的生活のみならず、精神的・文化的側面にまで深

く及びつつあり、技術体系はますます社会的性格

を強めており、企業の目先の利益にとらわれない

深い考察が必要であることを、多くの人々が感じ

始めているのである（スティラーマン,1962）。 
イノベーションの今後の方向とあり方を模索

するにあたっては、それを生み出す一つの場とな

る企業と、それらを受け入れると共に次の革新を

育む社会の関係を深く洞察することが求められ

るが、社会の中での企業の存在の大きさを考える

とき、そこでのイノベーション構築のあり方が極

めて重要であると考えられる。大規模化した企業

内での研究開発活動の成否が、その企業の競争力

を左右し、さらには一国の経済の栄枯盛衰にさえ

大きく影響を及ぼす。こうした状況は、企業にお

ける研究開発であっても社会的な戦略が必要で

あることを示している。 
ところで、イノベーションについての研究は、

市場での競争との関係で論じられてきたといえ

る。クリステンセン(2006)が、イノベーションは

本来社会変革を意味するものであるとしている

ように、イノベーションの最後的な価値に焦点を

当てるならば、イノベーションを社会変革として

これを考察する必要のあることを指摘できる(大
室,2009,p.13)。社会変革としてのイノベーション

に対する研究は、楠木（2001）によれば、社会・

経済システムに影響を与える「『新しいもの』が

生み出されるプロセス」の研究であるという。ソ

ーシャル・イノベーション論もこれに該当し、如

何にソーシャル・イノベーションを生み出すかと

いうところに関心がある。 
また、ソーシャル・イノベーションの既存の研

究には、イノベーションを促進させる社会・経済

システムの変革、イノベーション後の社会・経済

システムの変革、社会問題を解決する新たな仕組

みとしてのソーシャル・イノベーションという三

つの潮流が認識されている（大室,2004：p.186）。
しかし、本研究が取り扱おうとしている現象は、

自社のビジネスプロセスや社会・経済システムを

変革し得る潜在的な影響力を有するイノベーシ

ョンの、むしろ企業の活動だけではなく、ソーシ

ャルマネジメントへの影響にある。つまり、これ

までのソーシャル・イノベーション論において見

逃されていた、イノベーション後のビジネスプロ

セスや社会的責任が、どのように企業活動を動か

し、どのようにソーシャルマネジメントを影響す

る、その変動に対して企業が如何に能動的・受動

的に対応し得て、マネジメントするのかという問

題を、企業におけるイノベーション戦略としてと

らえようとするものである。 

2.研究目的 
本研究の目的は、既存のソーシャル・イノベー

ション研究においてイノベーション後のビジネ

スプロセスや社会的責任などが分析されていな

いことを考慮しながら、企業の研究開発に関する

イノベーション戦略の論理を構築する手掛かり

を得ることである。 

これによって、市場での競争優位性との関係で
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分析されてきたイノベーションを社会的評価か

らの働き掛けとしても同時に捉え、企業と社会的

責任の相互作用の中で捉えることが可能になる。

そして、この相互作用に立脚した戦略構築の可能

性を論ずる道が拓かれるものと考える。本研究で

は、社会・経済の変革に大きな影響を及ぼした事

例を検討し、事例分析から導かれる研究モデルを

提示して仮説を定立する。 

3.事例検討 
ここでは社会・経済の変革に大きな影響を及ぼ

した、マイクロソフト社のイノベーションのうち、

インターネット普及に関する一つの代表例とし

て、Internet Explorer が考えられる。 
Internet Explorer1.0 は 95 年 8 月 24 日に公開

され、当初、Microsofut Plus!に含まれる Internet 
Jumpstart Kit として 40 ドルで販売された。ま

た、マイクロソフトは 95 年 11 月 IE の新バージ

ョン 2.0 及び、 96 年 8 月のバージョン 3.0 の公

開により主要な Wed サイトから使用期限付き体

験版無料のコンテンツを提供した。この時点で、

IE という技術そのものには、大きな変化がなかっ

た。しかし、96 年無償化という新供給方法につい

てのイノベーションが IEユーザーを増大させた。

そして、98 年の windows98 の抱き合わせ販売に

より、IE を巡るステークホルダーが変化した。す

なわち、司法省が、マイクロソフト社の IE 無償

公開が違法な抱き合わせであると考えられるこ

とを指摘したのであった。  
続いて、IE では基本的に売り上げが無い以上、

Windows など他のマイクロソフト製品の売り上

げから開発費が出ているとして、マイクロソフト

製品が不当価格であるとの批判も社会的評価と

して生じた。後に 98 年 10 月 19 日独占禁止法違

反として提訴も行われるようになった。 結果と

して、マイクロソフト社は、1997 年 IE4.0 から、

Windows の一機能として IE を搭載されるように

なった。このことがウェブブラウザ市場シェアを

ほぼ独占するきっかけとなった。このような、企

業自らがイノベーション戦略の一環として、社会

的イノベーションを意識的に仕掛けることによ

って、マイクロソフト社は大きな市場を確保する

ことができたのである（伊吹,2007)。 
その後、マイクロソフト社の圧倒的なシェアの

拡大は、新たなステークホルダーとしての消費者

団体を呼び込むことになる。すなわち、消費者団

体はマイクロソフト社以外のメーカー製品の購

入ができなくなるという指摘をしたのであった。

マイクロソフト社の IEとWindowsを一体化した

販売が、独占禁止法に違反としているとして、提

訴されたのである。この訴訟に対しては、マイク

ロソフト社は和解に応じた。和解は、マイクロソ

フト社が和解金を支払うことと、一定期間にマイ

クロソフト社製品を購入したユーザーに対して、

同社以外のメーカー製品も購入可能なクーポン

券を配布することであった。このように、企業自

らがイノベーション戦略の一環として社会的イ

ノベーションを意識的に仕掛けることによって、

マイクロソフト社は大きな市場を確保すること

ができたのである。つまり、ステークホルダーと

の前向きな関係を構築することによって、ビジネ

スにおける意思決定プロセスを改善し、社会の要

請に適切に対応していくことができる企業に変

身することをマイクロソフト社の戦略だと考え

ている。 
ソーシャル・イノベーション論では、現在の社

会・経済システムのもつ諸問題が、企業家の活動、

そして消費者の活動を通じて徐々に解消されて

いくという、進化的プロセスに基づいて社会発展

を論ずるイノベーション研究の一分野である。た

だし、従来の研究は、新社会・経済システムの生

成が企業システム革新にもとづく新製品及び新

サービスへ与える影響、特にマイナスの効果につ

いては意識されていないのである。つまり、イノ

ベーションが結果として生みだす、社会・経済シ

ステムからのマイナスの効果をも意識する必要

が、存在しているのである。本研究ではこれを中

心に検討する。 

4.研究モデル 
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ここで問題になるのは、どのような時に企業が

生み出した社会・経済の変革が企業にマイナスの

効果をもたらし、どのような時にプラス効果にな

るのかということにある。イノベーションに対す

る社会の評価がこれに関係しているものと思わ

れる。企業の行動とその結果に対する社会的な評

価の基準として、企業の倫理基準や社会的責任基

準がある。倫理・社会的責任基準はこれらが充足

されれば企業の生み出した社会・経済の変革が、

企業にプラスの影響をもたらすものと考えられ

る。あるいは、少なくとも非マイナスとなるだろ

う。その一方、未充足ならば恐らくマイナスの影

響が出ると考えられるのである。こういった社会

的イノベーションは社会・経済システムを変革し、

人々の価値観に作用するのである。また、この事

例が示唆することは、イノベーション後の社会・

経済を認識し、それに基づく自社のイノベーショ

ン・事業のビジョンを有しておくことの重要性で

ある。社会的イノベーション戦略を構築しておく

ことが必要なのである。こうしたビジョンは、過

去のイノベーションの経験から得られると思わ

れる。 
ここまでで述べてきた検討に基づき、本研究で

は次の三つの研究課題を研究モデルとして提示

する。一つは、どういうイノベーションがどのよ

うなステークホルダーの変化をもたらすかとい

うことである。二つ目の課題はどのようなステー

クホルダーの変化がどのような社会的評価の変

化をもたらすかということである。三つ目には、

どういう社会的評価がどのようなイノベーショ

ンをもたらすか、評価のプラス効果、マイナス効

果との対応関係である。 

5.仮説の提示 
これらの研究課題に取り組むための前提とし

て、本研究では、以下の三つの仮説を提示する。 
【仮説 1】「イノベーションの創出をもたらした

新結合が新たなステークホルダーとの関係を導

く」というものである。社会的責任を考慮したス

テークホルダーとの関係の変化に関する仮説で

ある。【仮説 2】「新たなステークホルダーとの関

係により、企業に対する従来にはない社会的評価

が発生する」ことを提示する。ここでは企業に対

する社会的評価は、新たなステークホルダーの評

価に依存すると考えている。【仮説 3】「社会的評

価の変化がイノベーションの創出に影響を及ぼ

す」ことを提示する。特に、（１）新たなステー

クホルダーの評価が肯定的ならば同じドメイン

でのイノベーションの創出を促進すること、そし

て、（２）新たなステークホルダーの評価が否定

的ならば当該ドメインの否定的な影響を肯定化

するイノベーションを促進するということを想

定する。 

上記の仮説が支持される場合、企業は、イノベー

ションの結果としてもたらされる新たなステー

クホルダーの価値観を意識して、社会的イノベー

ション戦略を構築すべきと考えられる。こうした、

イノベーション戦略はビジネスを通じて社会的

課題の解決と経営的成果の両立を図ることを、ス

テークホルダーとの関係のバランスの中で考慮

されることを必要としている（伊吹,2007)。 

6.仮説の確認 
ここでは、今年 7 月 22 日に日本で配信した社

会現象にまでなったポケモン GO のイノベーショ

ンの事例として、企業の社会的責任について検討

する。 

「ポケモン」といえば任天堂であるが、この『ポ

ケモン GO』は、任天堂の開発ゲームではない。運

営も任天堂ではない。『ポケモン GO』はアメリカ

の Google からスピンアウトした企業であるナイ

アンテック社（Niantic,Inc）が、「ポケットモン

スター」のライセンスを管理する株式会社ポケモ

ンとタッグを組んで共同開発したゲームである。

ポケモン GO の大人気とともに 1 万５千円程度で

推移していた任天度の株価も一時期３万円を超

えるなど、経済面でも大きな影響を与えている。

社会に対して大きなインパクトを持ったソーシ

ャル・イノベーションの事例として考えられる。 

その一方、ポケモン GO によるサービスイノベ
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ーションが交通安全と勝手に敷地内に入られる

と困るなど新たな社会問題を起こし、社会からポ

ケモン GO に強く社会的責任を求められている。

この社会からの要望に応えるため、社会的責任戦

略がプレイ画面において警告の言葉が表示され

た。 

ポケモン GO の技術はナイアンテックは開発し

たイングレスである。ポケモン GO はイングレス

で培われたノウハウをポケモンに適用したもの

で、プレイヤーはポケモン探しやジムを目指して

歩き回ることになる。これによって、当初予想し

たプレイヤー以外にポケモン GO で訪れる対象と

なっている場所の所有者という新たな関係者を

ステークホルダーとしてもたらした。これは仮説

1を証する現象である。 

ポケモン GO という社会イノベーションは、立

ち入り禁止区域と運転中のプレイは社会から心

配や不安の声をあげられた、ポケモン GO に対し

て否定的な評価をもたらした。これは仮説 2を証

する事象である。 

そこで社会からの評価に対して、ポケモン GO

はプレイスタートからプレイ途中に様々な警告

を出すことになった。警告は、プレイヤーがポケ

モン GO を利用する際には、原則としてルールを

守るように促している。これは仮説 3を証する事

象である。 

このような警告を出すサービスの実現により

社会の否定的評価を肯定的なものに転換できる

と考えられる。このようなサービルを提示するこ

とは倫理・社会的責任基準を充足している。そし

てこの事例は、社会・経済システムへの予防的で

適切な対応が、企業と社会・経済システムとの相

互作用に立脚したイノベーション戦略を構築す

る基盤であることを示している。 

7.まとめと考察 
本稿では、三つの研究課題を示し、これらに取

り組むための前提となる仮説を提示した。そして、

社会現象にまでなったポケモン GO はイノベーシ

ョンの事例として用いて分析した。仮説を一般化

するために、今後は構成概念と観測変数も確認し、

より詳細な情報に基づく実証が必要である。そして、

研究モデルの構成要素の個々の内容を把握するため

に、今後フィールドサーベイとアンケート調査を行

い、その実証分析を通じて持論を発展させていきた

いと考えている。 
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